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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 百万円 34,816 30,373 19,592 26,164 26,393

経常利益又は

経常損失（△）
〃 2,570 1,676 △770 1,871 1,858

当期純利益又は当期純

損失（△）
〃 1,172 124 △1,142 1,789 1,295

包括利益 〃 － － － 1,599 1,290

純資産額 〃 11,734 11,644 10,368 11,841 13,005

総資産額 〃 25,966 24,340 22,158 25,498 24,260

１株当たり純資産額 円 927.79 920.79 819.89 936.42 1,028.54

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

〃 92.73 9.86 △90.34 141.54 102.44

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
〃 － － － － －

自己資本比率 ％ 45.2 47.8 46.8 46.4 53.6

自己資本利益率 〃 10.3 1.1 － 16.1 10.4

株価収益率 倍 10.19 40.36 － 4.53 4.46

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 2,969 319 1,226 1,328 3,837

投資活動による

キャッシュ・フロー
〃 △789 △1,321 △1,260 △271 78

財務活動による

キャッシュ・フロー
〃 △1,076 846 6 △249 △1,510

現金及び現金同等物の

期末残高
〃 2,729 2,542 2,501 3,187 5,575

従業員数

[外、平均臨時雇用者

数]

人
1,053

[47]

1,088

[43]

1,137

[41]

1,174

[44]

1,124

[49]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、第76期

は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第76期の自己資本利益率及び株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 百万円 33,223 28,729 17,010 24,442 24,049

経常利益又は

経常損失（△）　
〃 2,114 1,812 △1,164 1,263 1,349

当期純利益又は当期純

損失（△）
〃 972 387 △1,318 1,497 991

資本金

(発行済株式総数)

〃

(株)

2,264

(12,650,000)

2,264

(12,650,000)

2,264

(12,650,000)

2,264

(12,650,000)

2,264

(12,650,000)

純資産額 百万円 10,034 10,281 8,876 10,214 11,079

総資産額 〃 24,027 22,837 20,461 23,008 21,662

１株当たり純資産額 円 793.41 812.97 701.89 807.80 876.29

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配

当額)

〃

(〃)

10.00

(5.00)

12.00

(7.00)

5.00

(－)

10.00

(5.00)

12.50

(5.00)

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

〃 76.89 30.61 △104.28 118.44 78.40

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
〃 － － － － －

自己資本比率 ％ 41.8 45.0 43.4 44.4 51.1

自己資本利益率 〃 10.1 3.8 － 15.7 9.3

株価収益率 倍 12.28 13.00 － 5.41 5.83

配当性向 ％ 13.0 39.2 － 8.4 15.9

従業員数

[外、平均臨時雇用者

数]

人
817

[46]

829

[43]

827

[41]

805

[44]

786

[49]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、第76期

は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第75期の1株当たり配当額には、創業75周年記念配当２円を含んでおります。

４．第76期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。　
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２【沿革】

昭和８年３月 四方幸夫が個人経営により三社電機製作所を大阪市東淀川区国次町（現在　西淡路町）で創業、映

写光源用チョーキングコイル・オートトランスの製作に着手

昭和23年４月 株式会社三社電機製作所に改組、資本金２百万円

昭和34年11月大阪市東淀川区淡路本町（現在　淡路二丁目）に本社社屋完成

昭和36年11月本社工場竣工

昭和38年３月 松下電器産業株式会社（現、パナソニック株式会社）の資本参加を受け、関係会社となる

昭和44年７月 西淡路工場（その後、(旧)大阪・東淀川工場に改称）竣工

昭和45年12月大阪・吹田工場竣工

昭和49年12月株式会社三社電機サービスを設立

昭和56年４月 株式会社三社電機サービスを株式会社三社エンジニアリングサービス（現・連結子会社）と株式

会社三社エレクトロコンポーネントに分割

昭和57年７月 滋賀・守山工場竣工（旧、滋賀工場）

昭和58年１月 米国ニューヨーク州にサンレックスコーポレーション（現・連結子会社）、香港にサンレックス

リミテッド（現・連結子会社）を設立

昭和60年９月 岡山・奈義工場竣工（現、岡山工場）

平成４年４月 株式会社三社エレクトロコンポーネントを吸収合併

平成５年10月 滋賀・水口工場竣工

平成６年１月 中国・順徳市（現、佛山市）に順徳三社電機有限公司（現、佛山市順徳区三社電機有限公司・連結

子会社）を設立

平成６年11月 (旧)大阪・東淀川工場の生産設備を本社工場に移設し、本社工場の名称を大阪・東淀川工場に変

更

平成６年12月 (旧)大阪・東淀川工場跡に研究所『Ｓ－ＰＥＲＣ』を開設

平成９年９月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場

平成10年10月新本社・研究棟竣工。本社機能及び研究所『Ｓ－ＰＥＲＣ』を移転

平成11年３月 大阪・吹田工場の生産設備を大阪・東淀川工場に移設し、大阪・東淀川工場の名称を大阪工場に

変更

平成11年４月 シンガポールにサンレックスアジアパシフィックＰＴＥ．ＬＴＤ．（現・連結子会社）を設立

平成12年２月 大阪・吹田工場を売却

平成12年３月 滋賀県守山市に工場用地を取得（現、滋賀工場）

平成13年８月 中国上海市に三社電機（上海）有限公司（現・連結子会社）を設立

平成14年３月 滋賀新工場第一期工事完成（現、滋賀工場）に伴い、滋賀・水口工場の生産設備を同工場に移設

平成16年８月 滋賀新工場第二期工事完成（現、滋賀工場）に伴い、(旧)滋賀工場の生産設備を同工場に移設

平成16年９月 (旧)滋賀工場を売却

平成23年12月滋賀・水口工場跡地を売却

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

有価証券報告書

 4/87



３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社７社で構成され、その他の関係会社のパナソニック㈱と密接な関係を保ちながら、

半導体素子、電源機器の製造販売を行い、さらに、各事業に関連するサービス業務を行うなどの事業活動を展開してお

ります。

１．事業内容と当社事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

［半導体］……………………当社が製造販売するほか、子会社のサンレックスコーポレーション、サンレックス

リミテッド、三社電機（上海）有限公司及びサンレックスアジアパシフィックＰＴ

Ｅ．ＬＴＤ．においても販売を行っております。

［電源機器］…………………当社が製造販売するほか、子会社では佛山市順徳区三社電機有限公司が製造販売、

サンレックスコーポレーション、サンレックスリミテッド、三社電機（上海）有限

公司、サンレックスアジアパシフィックＰＴＥ．ＬＴＤ．及び㈱三社エンジニアリ

ングサービスが販売を行っております。また、パナソニック㈱においても当社製品

の販売を行っております。

また、電源機器の据付試運転及び保守点検を子会社の㈱三社エンジニアリングサー

ビス及びサンレックステクニカルサービスが行い、電源機器関連の部品の一部をパ

ナソニック㈱から購入しております。

　セグメント情報は上記の区分に従って作成しております。

２．連結子会社及び関係会社は次のとおりであります。

連結子会社

㈱三社エンジニアリングサービス………………………電源機器の販売

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電気機械器具の修理、保守点検、設置工事及び電気配線工事

サンレックスコーポレーション…………………………半導体素子及び電源機器の販売

サンレックスリミテッド…………………………………半導体素子及び電源機器の販売

サンレックスアジアパシフィックＰＴＥ．ＬＴＤ．…半導体素子及び電源機器の販売

三社電機（上海）有限公司………………………………半導体素子及び電源機器の販売

佛山市順徳区三社電機有限公司…………………………電源機器の製造販売

 

非連結子会社

サンレックステクニカルサービス………………………電源機器の修理及び保守点検

その他の関係会社

パナソニック㈱……………………………………………電気機械器具類の製造販売
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　事業の概要図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

 平成24年３月31日現在

名称 住所 資本金 主要な事業内容
子会社の議決
権に対する所
有割合

関係内容

㈱三社エンジニアリングサー

ビス
大阪市東淀川区 20,000千円

電気機械器具の修理、

保守点検、設置工事及

び電気配線工事

直接　100％

当社製品の販売、設置工事、

保守点検、その他

役員の兼任等あり

サンレックスコーポレーショ

ン（注）１．２

アメリカ

ニューヨーク
ＵＳ＄2,510千

半導体素子、電源機器

の販売
直接　100％

当社製品の販売

役員の兼任等あり

サンレックスリミテッド 香港九龍 ＨＫ＄250千
半導体素子、電源機器

の販売
直接　100％

当社製品の販売

役員の兼任等あり

サンレックスアジアパシ

フィックPTE.LTD.

シンガポール

ゴードン
ＳＧ＄500千

半導体素子、電源機器

の販売
直接　100％

当社製品の販売

役員の兼任等あり

三社電機（上海）有限公司 中国上海市 ＵＳ＄250千
半導体素子、電源機器

の販売
直接　100％

当社製品の販売

役員の兼任等あり

保証債務あり　

佛山市順徳区三社電機有限公

司
中国佛山市 13,272千元電源機器の製造、販売 直接　100％

当社製品の製造、販売

役員の兼任等あり

保証債務あり

　（注）１．特定子会社に該当しております。

　　　　２．サンレックスコーポレーションについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　(1）売上高　　　　  3,291百万円

(2）経常利益　　　　  262百万円

(3）当期純利益　　　　173百万円

(4）純資産額　　　    998百万円

(5）総資産額　　　  1,748百万円

その他の関係会社

 平成24年３月31日現在

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関係内容

パナソニック㈱

（注）
大阪府門真市 258,740

電気機械器具類の製造

販売

(被所有)

直接　26.60 
当社製品の販売

　（注）有価証券報告書を提出しております。 
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

半導体事業 324(20）

電源機器事業 680(29) 

報告セグメント計 1,004(49) 

全社（共通） 120(－) 

合計 1,124(49) 

　（注）１. 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　　　２．臨時従業員には、パートタイマーが含まれております。

　　　　３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。　

 

(2)提出会社の状況

 平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

　　　    786 (49) 42.1 16.1 5,411,434

　

セグメントの名称 従業員数（人）

半導体事業 300   （20）

電源機器事業 411   （29）

報告セグメント計 711   （49）

全社（共通） 75　 （－）

合計 786   （49）

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーが含まれております。

３．平均年間給与は税込額で、基準外賃金及び賞与が含まれております。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(3）労働組合の状況

１．三社電機労働組合はＪＡＭに加入しております。

２．労使関係は組合結成以来きわめて安定しております。

３．平成24年３月31日現在における組合員数は655名であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

          　当連結会計年度における日本経済は、東日本大震災によるサプライチェーンの混乱、原発事故に起因する電力

不足、急速な円高の進行など、企業活動はかつて経験の無い厳しい状況で推移いたしました。一方、世界経済は、

欧州財政不安の深刻化や米国経済の回復ペースの鈍化、更にはこれまで経済成長を続けてきた中国にも成長鈍

化の傾向が現れるなど、総じて先行き不透明な状況が続きました。

　　 　　 　こうした事業環境の中、当社グループは、パワーエレクトロニクスに経営資源を集中させるとともに、収益性を重

視したスリムな経営体質への転換を最優先の取り組み課題として推進してまいりました。不採算機種の整理・

撤退、棚卸資産の圧縮、遊休不動産（旧工場跡地）の売却、銀行借入金の返済等を順次実行し、バランスシート

のスリム化（総資産圧縮）と併せて、経営体質の強化に取り組んでまいりました。

　　 　　 　当連結会計年度における業績につきましては、売上高は263億９千３百万円（前期比0.9％増）と僅かに増収とな

りました。利益については、期中における急速な円高の進行に加え、下期に入ってから半導体事業の受注・売上

の大幅な減少による収益悪化が主な要因となり、営業利益は19億５百万円（前期比3.3％減）、経常利益は18億

５千８百万円（前期比0.7％減）、当期純利益は12億９千５百万円（前期比27.6％減）となりました。

　

　　　　　　　セグメントの業績は次のとおりであります。

　　(a)半導体事業

　　当事業におきましては、前半までは工作機械・溶接機向けのパワーモジュールを中心に、受注は堅調に推移し

ておりましたが、上期の後半以降、主要な需要先である中国の景気減速に起因する在庫調整等の影響を大きく

受け、受注もそれまでの堅調な動きから一転して急速に減少いたしました。これにより下期には売上も大きく

落ち込み、通期でも前期比で減収となりました。加えて、急速な円高進行や競合先企業との価格競争激化なども

加わり、当事業の利益については前年を大幅に下回ることになりました。

　　これらの結果、当事業の売上高は89億８千２百万円（前期比6.2％減）、セグメント利益は２億８千８百万円

（前期比60.6％減）となりました。

　

　　(b)電源機器事業

　　当事業におきましては、前期の売上の約３分の１のウエイトを占めていたデジタルシネマ用光源電源が、欧米

の景気悪化と在庫調整の影響により、売上は前期比19億円減少いたしました。しかし一方で、金属表面処理用電

源や溶接機の売上が堅調に推移したことや、銅箔処理用直流電源の大型件名の出荷等も加わり、電源機器事業

としては前期比増収となりました。また、案件ごとの営業利益管理を徹底したこと、中国における製造子会社の

生産体制の整備による製造原価の低減効果等により、円高影響による減益を吸収いたしました。

　　これらの結果、当事業の売上高は174億１千１百万円（前期比5.0％増）、セグメント利益は27億５千３百万円

（前期比12.7％増）となりました。
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　(2)キャッシュ・フロー

　当期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純利益19億４千

６百万円、減価償却費８億４千６百万円、固定資産の売却による収入４億６千６百万円などが増加要因として寄

与したものの、借入金の返済13億７千５百万円などの減少要因があり、結果として、前期末に比べ23億８千８百

万円増加し55億７千５百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

    営業活動において38億３千７百万円（前期比188.8％増加）の資金の流入となりました。

　これは主に税金等調整前当期純利益19億４千６百万円、減価償却費８億４千６百万円、棚卸資産の減少13億

１千２百万円などがあったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動において７千８百万円（前期は２億７千１百万円の流出）の資金の流入となりました。　

　これは主に固定資産の売却による収入４億６千６百万円、固定資産の取得による支出３億８千８百万円が

あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動において15億１千万円（前期は２億４千９百万円の流出）の資金の流出となりました。

　これは主に借入金の返済による支出13億７千５百万円によるものなどであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

前期比（％）

半導体事業（百万円） 8,612 101.6

電源機器事業（百万円） 15,137 92.8

合計（百万円） 23,750 95.8

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注金額
（百万円）

前期比（％）
受注残高
（百万円）

前期比（％）

半導体事業 7,240 68.4 2,079 54.4

電源機器事業 14,895 80.8 5,572 68.9

合計 22,136 76.3 7,651 64.3

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

前期比（％）

半導体事業（百万円） 8,982 93.8

電源機器事業（百万円） 17,411 105.0

合計（百万円） 26,393 100.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　平成25年３月期につきましては、平成23年３月期から始まった中期経営計画の最終年度の期であり、この２年間に取

り組んでまいりました諸々の構造改革を一層堅固なものとして社内への定着化を図り、更に次期の新中期経営計画へ

と繋いでまいります。

（a）半導体事業の収益構造の改革

　前期末をもって、不採算機種の整理・撤退を概ね完了いたしました。また、人員再配置と付随する労務政策も終え

ております。前期後半から海外を中心とした受注・売上が急速に減少するという大変厳しい環境下にありますが、

損益分岐点の大幅な引き下げによる利益確保を不退転の目標として掲げ、全社的な取り組みを行ってまいります。

また、半導体製造力強化プロジェクトも最終年度として総仕上げの活動及び設備投資を実行し、当初目標である生

産性の向上（省人化）を達成いたします。

（b）海外調達比率の飛躍的な向上

　中国における生産子会社及び生産委託会社に対する生産部材の供給を、従来は大半を日本からの有償支給に頼っ

ておりましたが、現地における部材調達比率を平成25年３月末には50％まで引き上げるべく、当社グループとして

組織横断プロジェクトチーム（17名）を期初に立ち上げました。品質・コスト・デリバリーの各視点から最適な

調達方法を早急に構築して、製造原価の大幅な低減を図るとともに、価格競争力の一層の強化・推進を行います。

（c）成長分野への新製品投入

　太陽光インバータをはじめ、今後成長が期待される事業分野へ経営資源を集中させるとともに、新製品の市場へ

の投入を積極化し、新製品の受注に寄与する金額比率の目標値を、25％以上と設定いたします。

（d）人材の活性化と若手・中堅社員の育成

　期初において、人事制度の抜本的な大幅改定を実施し、従来の資格・等級を廃止したうえで、新たに「能力主義」

を人事の基本方針と定めました。人材の活性化を目的とした全社的な部署間の人事異動と組織変更を継続的に行

ない、世代交代の促進と若手・中堅社員を育てる企業風土への変革を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】

　　　当社グループの経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、以下のものがあります。なお、

文中の将来に関する事項は当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

（1）経済環境

当社グループは、「LEADING THE NEW POWER ELECTRONICS」を事業展開の基本方針とし、社会に価値ある製品を継続

的に提供することを経営理念の第一に掲げております。この理念のもと、パワーエレクトロニクスの分野に経営資源

を集中・特化し、特にパワー半導体技術と電源機器技術の融合により、地球環境への負荷の軽減を最終的に目指して、

エネルギーの効率使用、省エネ・省資源及びクリーンエネルギーの活用を実現する製品開発を行い、事業基盤の拡大

に取り組んでおります。

しかし、この事業分野は設備投資動向に影響を受けるところが大きく、当社グループの受注高・受注価格も大きく

変動を受ける可能性があります。価格競争の激化により経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（2）為替レートの変動

当社グループの事業は、生産活動、営業活動及び調達活動は、全世界を対象にしております。

そのため、為替のバランスを図ることに努めておりますが、差額として生じた外貨建債権については、為替相場の変

動によるリスクをヘッジする目的で、常時為替予約等で対策を講じております。

　しかし、為替予約、為替バランスを図ることにより為替相場変動の影響を緩和することは可能であっても、影響をすべ

て排除することは不可能であり、経営成績及び財政状態に少なからず影響を及ぼす可能性があります。

　また、各主要市場に販売子会社を設立しているため、連結財務諸表作成上、各地域における売上、費用、資産を含む現地

通貨建ての項目は円換算しており、換算時の為替レートにより、これらの項目は現地通貨の価値が変わらなかったとし

ても、円換算後の価値が影響を受け、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（3）金利の変動

　当社グループは、金利の変動リスクを回避するための対策を講じておりますが、金利の変動は、当社グループの経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

（4）株価の下落

　当社グループは、株式を保有しておりますが、今後の株価の下落により保有株式の評価損の計上が必要になる等、当

社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（5）退職給付債務

　当社グループは、日本の会計基準に従い、退職給付債務を処理しております。しかし、退職給付費用及び退職給付債務

等の計算に関する事項（割引率、期待運用収益率等）で、実際の結果が前提条件と異なる場合、前提条件が変更された

場合及び今後年金資産の運用環境の悪化があった場合は数理計算上の差異が発生します。これらの場合、再び退職給

付債務の発生等、退職給付費用及び計上される債務に影響を及ぼす可能性があり、当社グループの経営成績と財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

（6）素材価格の変動

　電源機器事業においては、引き合いから受注・引き渡しまでに期間を要し、一方、銅、鉄鋼及び樹脂等の素材を使用し

た部品を多く使うため、素材関係の市況が急激に変動した場合、製品価格への転嫁が遅れることにより、経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。

（7）他社との提携等の継続可能性

　当社は、販売拡大のため当社に優位性のある商品については、ＯＥＭ供給あるいは受託生産の形で一部の事業分野に

おいて共同で事業活動を行っております。しかし、経営環境の変化を受け相手先企業の要因により、協業関係が継続で

きなくなる場合もあり、当社グループの経営成績と財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（8）長期性資産の減損

　当社グループは、多額の有形固定資産等の長期性資産を保有しております。これら長期性資産の連結貸借対照表計上

額について、当該資産から得られる将来キャッシュ・フローによって、資産の残存価額を回収できるかどうかを定期

的に検討しております。

キャッシュ・フローを生み出さない場合は、減損を認識しなければならない可能性があります。

（9）繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産に関して将来の回収可能性を十分に検討し回収可能な額を計上しております。今後、

経営状況の悪化等により一時差異等が、将来減算される期間における課税所得により回収できないと判断された場合

には、法人税等が増加し当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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（10）会計制度、税制等の変更

　当社グループが、予期しない会計基準や税制の新たな導入、変更により当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。また、税務申告における税務当局との見解の相違により、当社グループに予想以上の税負

担が生じる可能性があります。

（11）製造物責任

　今後半導体事業において、ディスクリート及びウエハチップ事業を民生用の市場に展開するにあたり、当社の責任に

よる品質不良を発生させた場合、供給先が実施した回収に伴う費用の一部又は全てを負担する可能性があります。

（12）災害等による影響

　当社グループの半導体の生産拠点は岡山工場のみであり、特に半導体の前工程が地震・火災等の災害により設備に

大きな損害を被った場合は、復旧に時間を要する可能性が高いことから生産及び出荷が遅延する可能性があります。

　また、操業の復旧のために多額の費用が発生する可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

　当社グループは、「社会に価値ある製品の供給」を経営理念として、半導体技術と各種電力制御技術との融合で新し

いパワーエレクトロニクスの創造に向けて、基礎的な研究から製品化開発までを手がけております。それを基に各種

半導体デバイスと、それらを応用する各種電力制御機器を生産販売しております。

　研究開発体制は、電源機器製品と半導体製品それぞれの研究・開発グループで構成しております。

　電源機器製品の研究・開発は、半導体デバイスの応用技術、デジタル制御技術などの各種電源機器共通の先行技術開

発を行うグループと、小型から大型までの各種電源機器標準製品、個別受注製品の設計・開発を行うグループで構成

しております。

半導体製品の研究・開発は、サイリスタ、トライアック、ダイオードなどのデバイス製品とデバイス応用技術の開発

を行うグループと、チップ設計開発、プロセス設計開発及び製品技術開発を行うグループで構成しております。

電源機器製品と半導体製品の研究・開発グループが常に密接な交流を重視することで、半導体技術と電力制御技術

の総合技術が太陽光発電パワーコンディショナーを始めとする各種新製品を生み出しております。

　当連結会計年度の研究開発費は７億６千３百万円であり、セグメント別の主な成果は次のとおりであります。

(1）半導体事業

１．大電力パワー半導体素子（パワーモジュール）

　主に中国・東南アジア市場のボリュウムゾーンをターゲットとした新型サイリスタモジュール開発で、海外

市場向け製品のレンジ拡大を図りました。

また、溶接機等生産設備用電源装置に使用される高速ダイオードモジュールの開発を推進しています。

２．カスタムモジュール

　当社開発の住宅用太陽光発電パワーコンディショナーに使用し、高効率実現に貢献できるカスタムIGBTモ

ジュールを開発致しました。

３．ウエハ・チップ開発

　サイリスタ、トライアック製品に使用する両メサチップの5インチ化(大口径化)をスタートさせ、生産性向上

を図ります。

　また、次世代半導体として期待されているシリコンカーバイド（SiC）を使用した1200V 25Aショットキバリ

アダイオードの実装技術開発に着手し、当社製太陽光発電パワーコンディショナーでの実機評価を完了致しま

した。

　

半導体事業に係る研究開発費は354百万円であります。　

　

(2）電源機器事業

１．創エネ・畜エネ関連製品

◎　太陽光発電用パワーコンディショナー

　大規模太陽光発電所用高効率大容量パワーコンディショナーのUL規格認証を取得し、屋外仕様製品を含め

ワールドワイドな市場に向けて100～500kWまでのレンジ拡大を完了致しました。

◎　リチウムイオンバッテリー用双方向型パワーコンディショナー

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災以降市場要求が高まっている非常用電源としての機能を備えた、

太陽電池、バッテリー併用型の系統連係パワーコンディショナーを開発致しました。

２．設備関連

◎　デジタルシネマ映像設備用キセノンランプバラスト

　新興国市場に多い小型スクリーンに対応した、小型・高効率の2kW出力タイプの開発に着手し、テジタルシネ

マ用プロジェクターメーカーからの様々なニーズに対応できるよう製品レンジ拡大を図ります。

◎　情報端末用多層プリント配線板めっき用新型高速PR電源

　当社の基盤技術である波形制御技術を活用したプリント配線板ビアホールめっきの均一化に貢献できる新型

高速PR電源の開発を完了し、製品化に着手しました。

　

電源機器事業に係る研究開発費は408百万円であります。　
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。

　連結財務諸表の作成に際し、貸倒債権、棚卸資産、法人税等、退職給付債務、アフターサービス、偶発事象や訴訟等に

関して判断を行い、継続して評価を行っております。なお、見積り及び判断は、過去の実績や状況に応じ合理的だと

考えられる要因に基づき行っており、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場

合があります。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

　当連結会計年度における売上高は、下期以降の半導体事業の売上が減少したものの、電源機器事業において堅調

に推移したことにより、前連結会計年度に比較し0.9％増加の263億９千３百万円となりました。

　セグメント別の状況は「第２　事業の状況　１．事業等の概要 (1）業績」に記載しているとおりであります。

②　売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は、特に電源機器事業における海外製造子会社の生産体制の整備による製造原価の低減効果があった

ものの、急速な円高進行により、売上高に対する比率は0.5ポイント増加し79.4％となりました。

　また販売費及び一般管理費は、主に半導体事業における労務政策により１千万円減少し35億２千８百万円とな

りました。

③　営業利益

　下期以降の半導体事業の受注・売上の大幅な減少により、前連結会計年度に比較し６千５百万円減少し、19億５

百万円の営業利益となりました。

④　経常利益

　為替差損が当連結会計年度において３千８百万円となったことなどにより、当連結会計年度の営業外損益は４

千７百万円の損失となりました。その結果経常損益は、前連結会計年度に比較し、１千２百万円減少し18億５千８

百万円の経常利益となりました。

⑤　当期純利益

　固定資産売却益９千４百万円などを計上したものの、法人税等を差し引いた当期純利益は前連結会計年度に比

較し４億９千４百万円減少し12億９千５百万円となりました。

(3）当連結会計年度末の財政状態の分析

①　資産、負債及び株主資本

　当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比較し、12億３千８百万円減少し、242億６千万円となりまし

た。これは受取手形及び売掛金が10億５千６百万円、棚卸資産が13億２千万円減少したことなどによるものであ

ります。

　負債については前連結会計年度末に比較し、24億２百万円減少し112億５千５百万円となりました。これは主に

買掛金が８億９千９百万円、借入金が13億７千５百万円減少したことなどによるものであります。　

　株主資本については前連結会計年度末に比較し、11億６千８百万円増加の133億７千１百万円となりました。

②　キャッシュ・フロー

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況については「第２　事業の状況　１．業績等の概要 (2）

キャッシュ・フロー」に記載しているとおりであります。

(4）経営成績に重要な影響を与える要因

　「第２　事業の状況　４．事業等のリスク」に記載しているとおりであります。

(5）経営戦略の現状と見通し

　「第２　事業の状況　３．対処すべき課題」に記載しているとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、半導体事業に係る製造設備の購入に１億９千万円、その他に大阪工場の電源機器製造設備の購入な

ど総額６億９千３百万円の投資を行いました。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は提出会社が所有し、その内容は次のとおりであります。

 平成24年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
（面積㎡）

リース資
産

ソフト
ウェア 

その他 合計

大阪工場

(大阪市東淀川区)
電源機器事業

中・小型電源機

器製造設備電子

制御回路及び部

品の製造設備

149 78
23

(3,351.62)
2 6 86 346

136

[22]

滋賀工場

(滋賀県守山市)
電源機器事業

大型電源機器製

造設備及び電源

機器ケース製造

設備

558 82
1,405

(31,707.58)
－ 17 6 2,069

157

[7]

岡山工場

(岡山県勝田郡奈義町)
半導体事業

半導体素子製造

設備
446 247

438

(50,946.34)
11 － 110 1,254

270

[20]

本社・研究棟

(大阪市東淀川区)
全社資産 本社業務施設 633 15

384

(3,989.30)
8 585 80 1,708

223

－

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定であります。なお、金額には消費税等を含んで

おりません。

２. 従業員数の[　]は、臨時従業員数であり年間の平均人員を外数で記載しております。 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、経済環境、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設備計

画は原則としてグループの各社が個別に策定しております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,600,000

計 42,600,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
　発行数（株）

（平成24年３月31日）

提出日現在
　発行数（株）

（平成24年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,650,000 12,650,000
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株 

計 12,650,000 12,650,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成９年９月３日 2,000,00012,650,0001,160 2,264 1,221 2,188

　（注）　有償一般募集

入札による募集

発行株式数　　　　1,000,000株

発行価格　　　　　　　1,160円

資本組入額　　　　　　　580円

払込金総額　　　　1,211百万円

入札によらない募集

発行株式数　　　　1,000,000株

発行価格　　　　　　　1,170円

資本組入額　　　　　　　580円

払込金総額　　　　1,170百万円
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（６）【所有者別状況】

 平成24年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 21 84 13 － 934 1,061 －

所有株式数

（単元）
－ 2,326 191 4,164 216 － 5,747 12,644 6,000

所有株式数の

割合（％）
－ 18.40 1.51 32.93 1.71 － 45.45 100.00－

　（注）　自己株式5,851株は、「個人その他」に5単元及び「単元未満株式の状況」に851株を含めて記載しております。

　

（７）【大株主の状況】

　 平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

パナソニック株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地        3,364 26.60

四方　邦夫 大阪府箕面市 1,088 8.60

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 870 6.88

三社電機従業員持株会 大阪市東淀川区西淡路三丁目１番56号 437 3.46

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 326 2.58

株式会社池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18番14号 314 2.48

森田　浩一 大阪府箕面市 300 2.37

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海町一丁目８番11号 300 2.37

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 280 2.22

四方　ちま子 京都府京都市 179 1.42

計 　 7,459 58.97

　 （注）１.日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は全て信託業務に係るものであります。

 ２.大和証券投資信託委託株式会社から、平成24年４月５日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成24年

３月30日現在で796千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大和証券投資信託委託株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有者　　　大和証券投資信託委託株式会社

住所　　　　　　東京都中央区日本橋茅場町二丁目10番５号

保有株券等の数　株式　796,000株

株券等保有割合　6.29％

 ３.住友信託銀行株式会社は、平成24年４月１日に三井住友信託銀行株式会社に商号変更しております。　　　　 
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有)

普通株式      5,000
－

単元株式数

1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,639,000 12,639 同上

単元未満株式 普通株式      6,000 － －

発行済株式総数 12,650,000 － －

総株主の議決権 － 12,639 －

 

②【自己株式等】

 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三社電機

製作所

大阪市東淀川区西

淡路三丁目１番56

号

5,000 － 5,000 0.04

計 － 5,000 － 5,000 0.04

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 1,137 0

当期間における取得自己株式 195 0

（注）当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 5,851 － 6,046 －

　（注）当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満の買取り

による株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、創立以来一貫して株主の利益を最も重要な課題のひとつと考えて経営にあたっております。

　この方針のもと、配当については長期的視野にたち、企業体質の一層の強化を図りながら安定配当を継続することを

基本としております。また内部留保資金については、事業の将来展望に基づいた戦略的経営投資に活用することとし

ております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当期（平成24年３月期）は、上記方針に基づき、利益（期末）配当金は１株当たり7.5円を実施いたしました。その結

果、配当性向は15.9％となりました。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
（円）

平成23年11月８日

取締役会
63 5

平成24年６月26日

定時株主総会
94 7.5

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円） 1,300 1,330 720 715 720

最低（円） 790 346 221 337 312

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月平成23年11月平成23年12月平成24年１月 平成24年２月 平成24年３月

最高（円） 411 390 423 465 524 500

最低（円） 350 312 358 390 409 443

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
 四方　邦夫 昭和11年６月15日生

昭和38年７月当社入社

昭和46年７月営業部長

昭和47年11月取締役就任

昭和56年５月常務取締役就任

昭和61年５月代表取締役社長就任（現）

(注)２ 1,088

専務取締役
管理・内部

統制管掌　
佐藤　光 昭和29年12月20日生

昭和52年４月㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）

入行

平成11年10月同行プライベートバンキング営業

部部長

平成18年８月当社入社

 経理部長

平成19年４月執行役員

平成21年４月総務本部

平成21年６月取締役就任

平成22年４月常務執行役員

平成22年４月内部統制担当

平成23年４月管理本部長

平成24年４月専務取締役就任（現）

平成24年４月管理・内部統制管掌（現）

(注)２ 1

取締役 企画本部長 荒井　亨 昭和30年５月11日生

昭和54年４月当社入社

平成13年４月開発部長

平成14年５月技術本部長

平成18年５月執行役員（現）

平成21年６月取締役就任（現）

平成21年10月事業開発室長

平成23年４月企画本部長（現）

(注)２ 17

取締役 営業本部長 赤木　耕司 昭和30年10月３日生

昭和53年３月当社入社

平成11年５月サンレックスアジアパシフィック

PTE.LTD社長

平成22年４月当社執行役員（現）

平成24年４月営業本部長（現）

平成24年６月取締役就任（現）

(注)２ 7

取締役
電源機器

製造本部長
阪上　宏 昭和30年４月14日生

昭和54年４月当社入社

平成17年５月品質保証部長

平成18年５月滋賀工場長

平成22年２月生産管理部長

平成23年４月執行役員（現）

平成23年４月電源機器製造本部長（現）

平成24年６月取締役就任（現）

(注)２ 4
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）
　 四方　英生 昭和30年４月11日生

昭和54年４月当社入社

平成３年４月 管理本部長

平成３年６月 取締役就任

平成７年６月 常務取締役就任

平成16年３月総務本部長

平成18年５月執行役員

平成18年６月取締役就任

平成21年４月情報システム担当

平成21年６月コンプライアンス担当

平成22年４月㈱三社エンジニアリングサービス

社長

平成24年６月当社監査役就任（現）

(注)３ 138

監査役  小川　洋一 昭和35年６月13日生

昭和63年４月弁護士開業

俵法律事務所勤務（現）

平成11年９月大阪府都市非常勤職員公務災害補

償等認定委員会委員就任（現）

平成12年９月学校法人神戸学院監事就任（現）

平成16年４月大阪簡易裁判所調停委員就任

（現）

平成21年６月当社監査役就任（現）

(注)３ －

監査役  折井　卓 昭和24年８月29日生

昭和43年４月広島国税局入局

平成18年７月大阪国税局　課税第二部　消費税課

長

平成19年７月大阪国税局　課税第二部　資料調査

第一課長

平成20年７月和歌山税務署長

平成21年７月和歌山税務署長退官

平成21年９月折井卓税理士事務所開業（現）

平成24年６月当社監査役就任（現）

(注)３ －

    計     1,255

　（注）１．監査役小川洋一及び折井卓は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成24年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。 

３．平成24年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

(a)企業統治の体制の概要

　株主の皆様の利益を考慮し、社会の要請に応える経営を推進していくために透明性の高い効率的な経営機構の構

築を通し、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させることを最重要課題と考えております。

　取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項やその他重要な戦略を決定するとともに業務執行状況を監督

する機関と位置づけております。さらに社長以下全取締役、執行役員、監査役が出席する経営企画会議を月２回以

上開催し、経営計画全般に渡る進捗状況及び課題の共有化、コンプライアンスの徹底を図り、的確な経営執行に努

めることとしております。

　監査役会は取締役の職務執行及び法令等の遵守状況、その他経営全般にわたり監視を行うことにより、コーポ

レート・ガバナンスを機能させるとともに、財務データをはじめとした経営情報を適時・的確に開示開示するこ

とにより、経営の透明性向上に努めております。

　　
　(b)企業統治の体制を採用する理由

　当社の事業分野は、パワーエレクトロニクス技術を基盤とする、ニッチかつ専門性の高い市場であることから、

取締役については当該分野における高度な知識と経験を有する者を社内で確保することを基本としております。

経営監視の観点では社外監査役の独立性を高めることにより、公正かつ客観的に企業としての社会的責任を監督

する体制を図っております。また、当社は監査役３名のうち、２名が社外監査役であります。社外監査役はそれぞ

れ、法令、財務・経理等に関して豊富な経験と見識を持っており、毎月開催されている取締役会に出席しており、

日常的な状況を含めて経営監視を行っております。

したがいまして、当社といたしましては、事業内容や会社規模等に鑑み、現状の社外監査役を中心としたガバナン

ス体制を行っております。
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(c)内部統制システムの整備の状況

イ.内部統制システムに関する基本方針は次のとおりであります。　

ⅰ.取締役の職務執行の適法性を確保するための体制

　コンプライアンス意識の向上を図るとともに、効果的なガバナンス体制及びモニタリング体制を整えること

によって、取締役の職務執行の適法性を確保する。

ⅱ.取締役の職務執行に関する情報の保存と管理に関する体制

　取締役の職務執行に関する情報は、法令及び社内規程に従い、適切に保存と管理を行う。

ⅲ.損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理に関する各種規程の整備を図るとともに、リスク管理担当の委員会の機能の拡大・充実を図り、リ

スクに関する情報を一元的・網羅的に収集・評価して重要リスクを特定し、その重要性に応じて対策を講じる

役割を担えるように継続的改善を図る。

ⅳ.取締役の職務執行の効率性を確保するための体制

　リスク管理担当の委員会の機能の充実、執行役員の実効性の強化等により、経営の意思決定の迅速化を図ると

ともに、中期計画・事業計画等によって経営目標を明確化し、その達成状況を月次検証することによって、取締

役の職務執行が効率的に推進できる体制を確保する。

ⅴ.従業員の職務執行の適法性を確保するための体制

　コンプライアンスに対する方針の明示によって、従業員のコンプライアンス意識の向上を図る。また、効果的

なモニタリング体制を整えることによって、従業員の職務執行の適法性を確保する。

ⅵ.監査役の職務を補助する従業員に関する事項及び当該従業員の取締役からの独立性に関する事項

　監査役監査の実効性を高め、かつ監査職務を円滑に遂行するため、取締役から独立した組織を設け監査役ス

タッフを置く。

ⅶ.監査役への報告に関する体制

　取締役及び従業員等が監査役に対して適切に報告する機会と体制を確保する。

ⅷ.監査役監査の実効性確保のための体制

　監査役が毎年策定する「監査計画」に従い、実効性ある監査を実施できる体制を整える。

ⅸ.当社グループにおける業務の適正性を確保するための体制

　当社は、グループ会社の自主責任経営を尊重しつつも、当社グループとしての業務の適正性を確保するため

に、グループ会社に対して当社の経営方針・経営理念及びⅰからⅷまでの基本方針を徹底する。

(d)リスク管理体制の整備の状況

　「事業のリスク」に記載のとおり、当社グループの事業は様々なリスクを伴っております。これらのリスクに対

しては、その低減及び回避のための諸施策を実施するほか、日常の管理は社内各部門が分担してあたっておりま

す。また、リスクが現実のものとなった場合には、経営トップの指揮のもと迅速・適切な対応を図ることを基本と

しており、社内外の円滑な情報伝達体制とあわせ、対応方針を明確にしております。

　

②　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は、監査役制度を採用し、社外監査役２名を含む３名の監査役を選任し法令等に定められた監査の実施を通し

て経営の監視機能を果たしております。また、内部監査室には６名の人員を配置し、監査役による監査の補佐を務め

るとともに、各部門における業務執行が内部規定に従い適正に行われているか内部監査を実施しております。

　また、監査役は、内部監査室が実施する社内監査と連携して、内部統制活動の実施状況の検証を行っております。　
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③　社外監査役

　当社の社外監査役は２名であります。

　社外監査役小川洋一氏は弁護士としての長年の経験と法律の専門家としての幅広い知識と豊富な知見を有してい

ることから社外監査役としての監査機能及び役割を果たしていただいております。なお、同氏は一般株主と利益相反

の生じるおそれのない独立役員として、大阪証券取引所に届け出ております。社外監査役折井卓氏は税理士としての

豊富な経験と財務及び会計に関する相当程度の知見を有していることから社外監査役として監査機能及び役割を果

たしていただけるものと考えております。

　なお、社外監査役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりませんが、一般株主との利益相反が

生じる恐れがなく、人格、識見ともに優れ、会社業務の全般にわたって経営を監視する立場に適した人材を選任して

おります。

　当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監督する

機能を持つ取締役会に対し、監査役３名中の２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化しております。

コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外監査役２

名による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現状の体

制としております。　

　　

④　役員報酬の内容

(a)役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 96 96 － － － 8

監査役

（社外監査役を除く。）
11 11 － － － 1

社外役員 9 9 － － － 2

(b)提出会社の役員ごとの報酬等の総額等　

　報酬額等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

(c)役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は役員報酬規程等において、役員の報酬の決定、改定の時期、臨時の措置等及び役員賞与の決定、臨時の措置等

について定めており、これに基づき会社の業績等を考慮し、役員の報酬等の額を決定しております。

　各取締役及び監査役の報酬額は、取締役については、取締役会の決議により、監査役については監査役会の協議に

より決定しております。

　なお、役員の報酬については、株主総会の決議により取締役及び監査役の限度額を決定しております。　　

　

⑤　顧問弁護士及び会計監査人との関係

　弁護士事務所とは顧問契約を結び、常時法律上の判断が必要なときに相談し、助言が受けられる体制を確立して

おります。会計監査人からは会計上及び内部統制上の事項に関し、月次決算、期末決算において法定監査を実施す

る上で、適時問題点の改善の助言を受けております。併せて会計監査人は随時監査役会との情報交換を行い監査

の精度向上を図っております。
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⑥　会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

指定有限責任社員

業務執行社員

坂井　　俊介
新日本有限責任監査法人

－

和田林　一毅 －

　（注）　継続監査年数は７年以内であるため、記載を省略しております。

 

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ４名

その他 ５名

　

⑦　株式の保有状況

(a)投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　15銘柄　199百万円

(b)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度　

特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱池田泉州ホールディン

グス
948,439 107

金融機関との取引関係

維持・強化

因幡電機産業㈱　 19,500　 46　
取引先との取引関係

維持・強化

住友信託銀行㈱ 37,570 16
金融機関との取引関係

維持・強化

㈱三井住友フィナンシャ

ルグループ
4,220 10

金融機関との取引関係

維持・強化

三井金属鉱業㈱　 20,000　 5　
取引先との取引関係

維持・強化

㈱大和証券グループ本社　 12,300　 4　
取引先との取引関係

維持・強化

小池酸素工業㈱　 12,210　 2　
取引先との取引関係

維持・強化

㈱アマダ　 3,679　 2　
取引先との取引関係

維持・強化

デンヨー㈱　 1,000　 1　
取引先との取引関係

維持・強化

日本フイルコン㈱　 1,050　 0
取引先との取引関係

維持・強化
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当事業年度　

特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱池田泉州ホールディン

グス
948,439 109

金融機関との取引関係

維持・強化

因幡電機産業㈱　 19,500　 48　
取引先との取引関係

維持・強化

三井住友トラスト・ホー

ルディングス㈱
55,979 14

金融機関との取引関係

維持・強化

㈱三井住友フィナンシャ

ルグループ
4,220 11

金融機関との取引関係

維持・強化

三井金属鉱業㈱　 20,000　 4　
取引先との取引関係

維持・強化

㈱大和証券グループ本社　 12,300　 4　
取引先との取引関係

維持・強化

小池酸素工業㈱　 12,210　 2　
取引先との取引関係

維持・強化

㈱アマダ　 3,679　 2　
取引先との取引関係

維持・強化

デンヨー㈱　 1,000　 1　
取引先との取引関係

維持・強化

日本フイルコン㈱　 1,050　 0
取引先との取引関係

維持・強化

　

⑧　取締役の定数

　当社の取締役は６名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑨　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の1以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらな

い旨も定款で定めております。

 

⑩　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能にするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て、毎年９月30日を基準として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

　

⑪　自己株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって市場取引等により事項の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

　

⑫　取締役の責任免除

　当社は、取締役が職務を遂行するにあたり、期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第

１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に定める取締役（取締役であった者を含む。）の

責任を法令の限度において免除することができる旨を定款で定めております。

　

⑬　監査役の責任免除

　当社は、監査役が職務を遂行するにあたり、期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第

１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に定める監査役（監査役であった者を含む。）の

責任を法令の限度において免除することができる旨を定款で定めております。
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⑭　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会に

おける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 35 3 35 －

連結子会社 － － － －

計 35 3 35 －

②【その他重要な報酬の内容】

(前連結会計年度）

 該当事項はありません。

(当連結会計年度）

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度）

 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務（非監査業務）である「内部統制にお

ける自主改善のための支援」等を委託し、対価を支払っております。

(当連結会計年度）

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

  該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

有価証券報告書

30/87



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の財務諸表について、新日本

有限責任監査法人により監査を受けております。

　　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、また、会計基準の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,187 5,575

受取手形及び売掛金 8,282 ※6
 7,225

商品及び製品 1,808 1,784

仕掛品 1,184 759

原材料及び貯蔵品 2,377 1,506

繰延税金資産 695 503

その他 949 731

貸倒引当金 △9 △15

流動資産合計 18,475 18,072

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 1,937

※2
 1,895

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 485

※2
 456

土地 2,665 2,297

その他（純額） ※2
 306

※2
 335

有形固定資産合計 5,394 4,984

無形固定資産

その他 836 678

無形固定資産合計 836 678

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 219

※1
 220

繰延税金資産 510 248

その他 71 56

貸倒引当金 △8 △1

投資その他の資産合計 792 524

固定資産合計 7,023 6,187

資産合計 25,498 24,260
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,125 ※6
 5,225

短期借入金 2,876 1,801

1年内返済予定の長期借入金 300 100

未払費用 1,309 560

未払法人税等 227 82

賞与引当金 － 512

その他 1,222 ※6
 1,537

流動負債合計 12,061 9,820

固定負債

長期借入金 900 800

退職給付引当金 160 139

未払役員退職慰労金 476 454

その他 57 40

固定負債合計 1,595 1,435

負債合計 13,657 11,255

純資産の部

株主資本

資本金 2,264 2,264

資本剰余金 2,188 2,188

利益剰余金 7,752 8,921

自己株式 △3 △3

株主資本合計 12,202 13,371

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2 △1

為替換算調整勘定 △359 △364

その他の包括利益累計額合計 △361 △366

純資産合計 11,841 13,005

負債純資産合計 25,498 24,260
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 26,164 26,393

売上原価 ※2,3
 20,653

※2,3
 20,959

売上総利益 5,511 5,434

販売費及び一般管理費 ※1
 3,539

※1
 3,528

営業利益 1,971 1,905

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 37 10

受取賃貸料 21 20

その他 49 42

営業外収益合計 111 76

営業外費用

支払利息 52 52

支払手数料 16 15

デリバティブ評価損 － 15

為替差損 141 38

その他 0 1

営業外費用合計 212 123

経常利益 1,871 1,858

特別利益

固定資産売却益 0 94

退職給付制度終了益 211 －

その他 － 0

特別利益合計 211 94

特別損失

固定資産廃棄損 7 4

投資有価証券評価損 20 1

減損損失 119 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 23 －

その他 0 0

特別損失合計 171 6

税金等調整前当期純利益 1,910 1,946

法人税、住民税及び事業税 245 199

法人税等調整額 △124 451

法人税等合計 121 651

少数株主損益調整前当期純利益 1,789 1,295

当期純利益 1,789 1,295
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,789 1,295

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △32 0

為替換算調整勘定 △157 △5

その他の包括利益合計 △190 ※1
 △4

包括利益 1,599 1,290

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,599 1,290

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,264 2,264

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,264 2,264

資本剰余金

当期首残高 2,188 2,188

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,188 2,188

利益剰余金

当期首残高 6,089 7,752

当期変動額

剰余金の配当 △126 △126

当期純利益 1,789 1,295

当期変動額合計 1,663 1,168

当期末残高 7,752 8,921

自己株式

当期首残高 △2 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計

当期首残高 10,540 12,202

当期変動額

剰余金の配当 △126 △126

当期純利益 1,789 1,295

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,662 1,168

当期末残高 12,202 13,371
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 29 △2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△32 0

当期変動額合計 △32 0

当期末残高 △2 △1

為替換算調整勘定

当期首残高 △201 △359

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△157 △5

当期変動額合計 △157 △5

当期末残高 △359 △364

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △171 △361

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△190 △4

当期変動額合計 △190 △4

当期末残高 △361 △366

純資産合計

当期首残高 10,368 11,841

当期変動額

剰余金の配当 △126 △126

当期純利益 1,789 1,295

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △190 △4

当期変動額合計 1,472 1,163

当期末残高 11,841 13,005
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,910 1,946

減価償却費 908 846

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △2

未払役員退職慰労金の増減額（△は減少） － △22

賞与引当金の増減額（△は減少） － 512

退職給付引当金の増減額（△は減少） △226 △21

受取利息及び受取配当金 △40 △12

支払利息 52 52

投資有価証券評価損益（△は益） 20 1

固定資産廃棄損 7 4

減損損失 119 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 23 －

有形固定資産売却損益（△は益） 0 △94

売上債権の増減額（△は増加） △1,571 1,031

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,441 1,312

仕入債務の増減額（△は減少） 1,498 △856

未払費用の増減額（△は減少） 484 △744

その他 △280 233

小計 1,469 4,186

利息及び配当金の受取額 41 12

利息の支払額 △54 △51

法人税等の支払額 △139 △321

法人税等の還付額 12 11

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,328 3,837

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △198 △346

有形固定資産の売却による収入 0 466

無形固定資産の取得による支出 △105 △41

その他 32 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △271 78

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △415 △1,075

長期借入れによる収入 300 －

長期借入金の返済による支出 － △300

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △126 △126

その他 △6 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △249 △1,510

現金及び現金同等物に係る換算差額 △121 △16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 685 2,388

現金及び現金同等物の期首残高 2,501 3,187

現金及び現金同等物の期末残高 3,187 5,575
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項　　

(1）連結子会社の数  ６社

連結子会社の名称

㈱三社エンジニアリングサービス

サンレックスコーポレーション

サンレックスリミテッド

サンレックスアジアパシフィックPTE.LTD.

三社電機（上海）有限公司

佛山市順徳区三社電機有限公司

(2）非連結子会社の名称等

非連結子会社

サンレックステクニカルサービス

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　

２．持分法の適用に関する事項

持分法は適用しておりません。

持分法を適用していない非連結子会社（サンレックステクニカルサービス）は、小規模会社であり、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名  決算日

三社電機（上海）有限公司  12月31日

佛山市順徳区三社電機有限公司  12月31日

連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は連結上、必要な調整を行っております。 

　

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ  有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております）

時価のないもの

　移動平均法による原価基準

ロ　棚卸資産

商品及び製品並びに仕掛品

［半導体素子］

……原価基準（総平均法）

［電源機器］

……原価基準（個別法）

原材料

……原価基準（先入先出法）

(上記の棚卸資産の連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま

す)

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

会社基準による合理的な耐用年数（半導体製造設備については法人税法に定める耐用年数の概ね７割、その

他の有形固定資産については概ね８割の耐用年数）を設定し、定額法で償却を行っております。なお、㈱三社

エンジニアリングサービスは定率法で償却を行っております。

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法で償却を行っ
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ております。

ハ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため過去の貸倒発生率及び債権の個別評価に基づいて回収不能額を見積り計上す

ることとしております。

ロ　賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度末に負担すべき額を計上して

おります。

（追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、従来、従業員賞与の確定額を「未払費用」に含めて計上しておりましたが、

「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」(日本公認会計士協会リサーチ・センター審査情

報No.15)に基づき、当連結会計年度より支給額が確定していない金額については「賞与引当金」として計上

しております。　

ハ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

数理計算上の差異は、発生年度より10年間で均等償却しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社の資産及び負債は、子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しており、収

益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

て計上しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式により処理しております。

　

【表示方法の変更】

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「有形固

定資産売却損益（△は益）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしまし

た。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた△280百万円は、「有形固定資産売却損益（△は益）」0百万円、「その他」

△280百万円として組み替えております。　

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

投資有価証券（株式） 20百万円 20百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

　 12,580百万円 12,083百万円

３．債権流動化による受取手形譲渡額のうち留保された金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

　 188百万円 152百万円

譲渡額面 877百万円 707百万円

４．受取手形割引高は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

　 70百万円 76百万円

５．保証債務

従業員の金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

　 18百万円 15百万円

※６．連結会計年度末日満期手形等

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結会

計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が連結会計年度末残高に含まれて

おります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

受取手形 －百万円 147百万円

買掛金(一括支払信託債務) － 975

未払金(一括支払信託債務) － 65
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

運賃荷造費 482百万円 514百万円

給与手当 1,272 1,272

旅費交通費 156 164

減価償却費 286 288

福利厚生費 233 228

退職給付費用 81 78

※２．売上原価（当期製造費用）に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

779百万円 763百万円

 

※３．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損（洗替法による戻入益：

△）が売上原価に含まれております。

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

98百万円 △180百万円
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（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
その他有価証券評価差額金：   
当期発生額 0百万円
組替調整額 1
税効果調整前 2
税効果額 △1
その他有価証券評価差額金 0

為替換算調整勘定：   
当期発生額 △5
その他の包括利益合計 △4

　

　

　

　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式 　             

普通株式 12,650 － － 12,650

合計 12,650 － － 12,650

自己株式                 

普通株式 3 1 － 4

合計 3 1 － 4

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによる増加1千株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年6月25日

定時株主総会
普通株式 63 5 平成22年3月31日平成22年6月28日

平成22年11月9日

取締役会
普通株式 63 5 平成22年9月30日平成22年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年6月24日

定時株主総会
普通株式 63利益剰余金 5 平成23年3月31日平成23年6月27日
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当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式 　             

普通株式 12,650 － － 12,650

合計 12,650 － － 12,650

自己株式                 

普通株式 4 1 － 5

合計 4 1 － 5

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによる増加1千株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年6月24日

定時株主総会
普通株式 63 5 平成23年3月31日平成23年6月27日

平成23年11月8日

取締役会
普通株式 63 5 平成23年9月30日平成23年12月12日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年6月26日

定時株主総会
普通株式 94利益剰余金 7.5平成24年3月31日平成24年6月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　
　
　

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

現金及び預金勘定 3,187百万円 5,575百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 －　 －　

現金及び現金同等物 3,187　 5,575　
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として、電源機器事業及び半導体事業における生産設備（「機械装置及び運搬具」、「工具、器具及び備品」）

であります。

（イ）無形固定資産

　ソフトウェアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンスリース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 （単位：百万円）
 前連結会計年度（平成23年３月31日）　
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 495 247 181 67
工具、器具及び備品 47 39 － 7
無形固定資産 57 52 － 4

合計 599 338 181 79

　　
 （単位：百万円）
 当連結会計年度（平成24年３月31日）　
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 406 232 144 29
工具、器具及び備品 10 9 － 0

合計 416 242 144 30

(2)未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）
未経過リース料期末残高相当額 　 　
１年内 101 41
１年超 47 4
合計 149 45

リース資産減損勘定期末残高 65 10

(3)支払リース料、リース資産減損勘定取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）
支払リース料 118 98
リース資産減損勘定取崩額 58 55
減価償却費相当額 55 36
支払利息相当額 2 2

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっております。 

　

（減損損失）

リース資産に配分された減損損失はありません。

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 （単位：百万円）
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前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）
１年内 7 6
１年超 5 4
合計 12 10
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金を中心に行い、資金調達については銀行借入により

行う方針であります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は

行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行う

にあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金

の残高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク及び発行体の信

用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものにつ

いては、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内で取引をしてお

ります。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後３年であり

ます。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先

物為替予約取引であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業本部が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同

様の管理を行なっております。

　デリバティブ取引については、高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは僅少であると

認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則と

して先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に検討しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規則に従い、経理

部が決裁者の承認を得て行なっております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手

許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　　

前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 3,187 3,187 －

(2）受取手形及び売掛金 8,282 8,282 －

(3）投資有価証券 197 197 －

　資産計 11,667 11,667 －

(1）買掛金 6,125 6,125 －

(2）短期借入金 2,876 2,876 －

(3) 長期借入金　 1,200 1,208 8

　負債計 10,202 10,210 8

 デリバティブ取引(※) (18)　 (18)　 －

　(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（ ）で示しております。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 5,575 5,575 －

(2）受取手形及び売掛金 7,225 7,225 －

(3）投資有価証券 198 198 －

　資産計 13,000 13,000 －

(1）買掛金 5,225 5,225 －

(2）短期借入金 1,801 1,801 －

(3) 長期借入金　 900 906 6

　負債計 7,927 7,933 6

 デリバティブ取引(※) (33)　 (33)　 －

　(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（ ）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券

に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。
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負　債

(1)買掛金、(2)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

非上場株式 21 21

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
１年以内　

  (百万円）

１年超

５年以内　

 (百万円）

５年超

10年以内

 (百万円）　　　

10年超　

 (百万円）

現金及び預金 3,178 － － －

受取手形及び売掛金 8,282 － － －

合計　 11,460 － － －

当連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内　

  (百万円）

１年超

５年以内　

 (百万円）

５年超

10年以内

 (百万円）　　　

10年超　

 (百万円）

現金及び預金 5,571 － － －

受取手形及び売掛金 7,225 － － －

合計　 12,797 － － －

　

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額　

連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成23年３月31日現在）

 （単位：百万円）

  連結貸借対照表計上額 取得原価  差額
（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）   

株式  90  63  26

小計  90  63  26

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）   

株式  107  137  △30

小計  107  137  △30

合計  197  201  △4

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　21百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表には含めておりません。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日現在）

 （単位：百万円）

  連結貸借対照表計上額 取得原価  差額
（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）   

株式  89  62  27

小計  89  62  27

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）   

株式  109  137  △28

小計  109  137  △28

合計  198  200  △1

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　21百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表には含めておりません。

　

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

種類　 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 － － －

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類　 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 0 0 －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     
売建     
米ドル 1,745 － △20 △20

買建     
米ドル 106 － 1 1

合計 1,852 － △18 △18

(注)　時価の算定方法は先物為替相場によっております。

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

区分 種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     
売建     
米ドル 1,380 － △33 △33

買建     
米ドル 177 － △0 △0

合計 1,557 － △33 △33

(注)　時価の算定方法は先物為替相場によっております。

　

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。　

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。　
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を設けております。また、海外連

結子会社サンレックスコーポレーションはＥＭＰＬＯＹＥＲ　ＰＥＮＳＩＯＮ　ＰＬＡＮに加入しておりま

す。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

イ．退職給付債務（百万円） △3,522 △4,034

ロ．年金資産（百万円） 2,987 3,161

ハ．未積立退職給付債務（百万円） △535 △873

ニ．未認識数理計算上の差異（百万円） 374 733

ホ．連結貸借対照表計上額純額（百万円） △160 △139

ヘ．退職給付引当金（百万円） △160 △139

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

イ．勤務費用（百万円） 189 182

ロ．利息費用（百万円） 72 70

ハ．期待運用収益（百万円） △59 △59

ニ．数理計算上の差異の処理額（百万円） 67 73

ホ．確定拠出年金に係る要拠出額（百万円） 88 90

ヘ．退職給付費用（百万円） 358 356

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

(1)割引率（％） 2.0 1.3

(2)期待運用収益率（％） 2.0 2.0

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

繰延税金資産         

棚卸資産評価損（百万円） 276 188

未払費用（百万円） 394 107

賞与引当金（百万円） － 196

減価償却累計額（百万円） 601 342

未払役員退職慰労金（百万円） 193 163

未払事業税（百万円） 19 7

退職給付引当金（百万円） 65 53

投資有価証券評価損（百万円） 74 65

減損損失（百万円） 297 115

資産除去債務（百万円） 9 8

その他（百万円） 59 52

繰延税金資産小計（百万円） 1,992 1,301

評価性引当額（百万円） △585 △373

繰延税金資産合計（百万円） 1,406 928

繰延税金負債         

固定資産圧縮積立金（百万円） △200 △175

繰延税金負債計（百万円） △200 △175

繰延税金資産の純額（百万円） 1,205 752

　（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

 
前連結会計年度

（平成23年３月31日現在）
 

当連結会計年度
（平成24年３月31日現在）

（流動資産）繰延税金資産    695百万円     503百万円

（固定資産）繰延税金資産 510  248
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

法定実効税率 40.63（％） 40.63（％）

（調整）         

交際費等永久に損金算入されない項目 0.65 0.68

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.89 △0.00

住民税均等割額 0.57 0.56

海外連結子会社税率差異 △2.01 △4.35

減損損失 0.14 △8.86

投資有価証券評価損 0.44 0.04

資産除去債務 0.51 －

繰越欠損金の影響額 △35.95 0.02

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 4.46

その他 2.25 0.28

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.34 33.45

　

(法人税率の変更等による影響)

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算に使用する法定実効税率は従来の40.63％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月

１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.96％に、平成27年４月１日に開始する連結

会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.59％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は62百万円減少し、法人税等調

整額は86百万円、圧縮積立金は24百万円それぞれ増加しております。　

　

（資産除去債務関係）

　前連結会計年度末（平成23年３月31日）

　当該事項は、金額的に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　当連結会計年度末（平成24年３月31日）

　当該事項は、金額的に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（賃貸等不動産関係）

　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

当該事項は、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

　

　当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

当該事項は、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品やサービスの特性から、「半導体事業」及び「電源機器事業」の２つを報告セグメントとし

ております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ後の価額で評価しております。

報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円）

　

　

 

報告セグメント　 　
調整額
（注）１　

　連結財務諸表計
上額

（注）２　半導体事業 電源機器事業  計

売上高  　    

外部顧客への売上高 9,578 16,585 26,164 － 26,164
セグメント間の内部売上
高又は振替高

0 － 0 (0) －

計 9,579 16,585 26,164 (0) 26,164

セグメント利益 733 2,442 3,176 (1,204) 1,971

セグメント資産 6,296 12,419 18,715 6,783 25,498

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 345 303 648 259 908

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
129 89 218 134 353

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（1）　セグメント利益の調整額△1,204百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、セグメントに配分してい

ない全社費用△1,203百万円が含まれております。

（2）　セグメント資産の調整額6,783百万円には、本社管理部門に対する債権等の相殺消去△672百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社資産7,455百万円が含まれております。

（3）　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額134百万円は、主として基幹システムに係る投資額であり

ます。    　    

　　　２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。　

　　　３．各セグメントに属する主要な製品

セグメント 主要製品

半導体事業
ＩＰＭ（インテリジェント・パワー・モジュール）、パワートランジスタ、ダイオー

ド、サイリスタ、トライアック

電源機器事業

直流電源、金属表面処理用電源、交流無停電電源装置、電動機制御用電源、電気炉用電

源、調光装置、光源機器用電源、洗浄装置、アーク溶接機器、歯科用機器、スイッチングパ

ワーサプライ
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当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）

　

　

 

報告セグメント　 　
調整額
（注）１　

　連結財務諸表計
上額

（注）２　半導体事業 電源機器事業  計

売上高  　    

外部顧客への売上高 8,982 17,411 26,393 － 26,393
セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － －

計 8,982 17,411 26,393 － 26,393

セグメント利益 288 2,753 3,041 (1,136) 1,905

セグメント資産 5,587 10,521 16,109 8,151 24,260

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 306 278 585 260 845

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
372 247 620 73 693

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（1）　セグメント利益の調整額△1,136百万円には、セグメントに配分していない全社費用△1,136百万円が含ま

れております。

（2）　セグメント資産の調整額8,151百万円には、本社管理部門に対する債権等の相殺消去△756百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社資産8,908百万円が含まれております。

（3）　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額73百万円は、主として基幹システムに係る投資額であり

ます。    　    

　　　２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。　

　　　３．各セグメントに属する主要な製品

セグメント 主要製品

半導体事業
ＩＰＭ（インテリジェント・パワー・モジュール）、パワートランジスタ、ダイオー

ド、サイリスタ、トライアック

電源機器事業

直流電源、金属表面処理用電源、交流無停電電源装置、電動機制御用電源、電気炉用電

源、調光装置、光源機器用電源、洗浄装置、アーク溶接機器、歯科用機器、スイッチングパ

ワーサプライ
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
　 半導体事業 電源機器事業　 合計　

外部顧客への売上高 9,578 16,585 26,164

　　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 北米 中国 その他　 合計　

17,581 2,981 2,710 2,890 26,164

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。　

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。　

　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
　 半導体事業 電源機器事業　 合計　

外部顧客への売上高 8,982 17,411 26,393

　　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 北米 中国 その他　 合計　

16,811 2,386 3,321 3,873 26,393

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。　

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。　
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（減損損失）

（単位：百万円）

　

　

 

報告セグメント　 　
調整額
（注）　

　連結財務諸表計
上額半導体事業 電源機器事業  計

減損損失 － － － 119 119

（注）調整額の金額は遊休資産に係るものであります。

　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　　

　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり純資産額    936円42銭

１株当たり当期純利益金額   141円54銭

１株当たり純資産額    1,028円54銭

１株当たり当期純利益金額   102円44銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当期純利益（百万円） 1,789 1,295

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,789 1,295

期中平均株式数（千株） 12,645 12,644

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

────── ──────

（重要な後発事象）

当連結会計年度　(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　　

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

有価証券報告書

59/87



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,876 1,801 1.70 －

１年以内に返済予定の長期借入金 300 100 1.48 －

１年以内に返済予定のリース債務 7 7 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 900 800 1.65平成25年～27年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 22 15 － 平成25年～31年

その他有利子負債 － － － －

計 4,106 2,723 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

        ２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 500 300 － －

リース債務 6 3 0 0

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 6,929 13,957 20,397 26,393

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
581 1,053 1,504 1,946

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
448 774 1,018 1,295

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
35.48 61.28 80.52 102.44

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
35.48 25.80 19.25 21.91

　

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

有価証券報告書

60/87



２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,567 4,040

受取手形 734 ※5
 609

売掛金 ※2
 7,788

※2
 6,472

商品及び製品 1,138 1,053

仕掛品 1,162 742

原材料及び貯蔵品 1,914 1,151

前払費用 44 57

未収入金 618 512

手形債権受益権 188 152

繰延税金資産 645 464

その他 2 －

貸倒引当金 △17 △14

流動資産合計 15,788 15,241

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 1,747

※1
 1,716

構築物（純額） ※1
 73

※1
 70

機械及び装置（純額） ※1
 446

※1
 423

車両運搬具（純額） ※1
 0

※1
 0

工具、器具及び備品（純額） ※1
 224

※1
 208

土地 2,619 2,251

リース資産（純額） ※1
 29

※1
 22

建設仮勘定 15 75

有形固定資産合計 5,155 4,769

無形固定資産

借地権 1 1

ソフトウエア 763 609

無形固定資産合計 765 611

投資その他の資産

投資有価証券 198 199

関係会社株式 324 324

出資金 0 0

関係会社出資金 234 234

繰延税金資産 497 241

その他 52 41

貸倒引当金 △8 △1

投資その他の資産合計 1,298 1,039

固定資産合計 7,220 6,420

資産合計 23,008 21,662
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,932 ※5
 5,024

短期借入金 2,600 1,500

1年内返済予定の長期借入金 300 100

リース債務 6 7

未払金 565 ※5
 950

未払費用 1,123 496

賞与引当金 － 461

未払法人税等 39 21

前受金 294 82

預り金 ※2
 255

※2
 351

その他 98 ※5
 162

流動負債合計 11,215 9,159

固定負債

長期借入金 900 800

リース債務 22 15

退職給付引当金 144 129

未払役員退職慰労金 476 454

資産除去債務 23 23

その他 10 －

固定負債合計 1,578 1,423

負債合計 12,793 10,582

純資産の部

株主資本

資本金 2,264 2,264

資本剰余金

資本準備金 2,188 2,188

資本剰余金合計 2,188 2,188

利益剰余金

利益準備金 325 325

その他利益剰余金

建物圧縮積立金 35 36

土地圧縮積立金 258 280

別途積立金 3,400 3,400

繰越利益剰余金 1,748 2,589

利益剰余金合計 5,766 6,631

自己株式 △3 △3

株主資本合計 10,217 11,081

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2 △1

評価・換算差額等合計 △2 △1

純資産合計 10,214 11,079

負債純資産合計 23,008 21,662
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 ※4
 24,442

※4
 24,049

売上原価

製品期首たな卸高 433 637

当期製品製造原価 20,608 20,027

合計 ※2,3
 21,041

※2,3
 20,664

製品期末たな卸高 637 624

製品売上原価 20,403 20,040

売上総利益 4,038 4,008

販売費及び一般管理費 ※1
 2,797

※1
 2,773

営業利益 1,241 1,235

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 ※4
 152

※4
 169

受取賃貸料 29 20

業務助成料収入 ※4
 21

※4
 27

その他 24 16

営業外収益合計 227 233

営業外費用

支払利息 44 36

支払手数料 13 12

為替差損 146 69

その他 0 1

営業外費用合計 205 118

経常利益 1,263 1,349

特別利益

固定資産売却益 ※5
 69

※5
 94

退職給付制度終了益 212 －

その他 － 0

特別利益合計 282 94

特別損失

固定資産廃棄損 6 4

投資有価証券評価損 20 1

減損損失 119 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 23 －

その他 0 0

特別損失合計 171 6

税引前当期純利益 1,374 1,438

法人税、住民税及び事業税 10 10

法人税等調整額 △133 436

法人税等合計 △122 446

当期純利益 1,497 991
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  14,20469.1 13,34568.3
Ⅱ　労務費  4,412 21.5 4,173 21.4
Ⅲ　経費 ※１ 1,928 9.4 2,015 10.3

当期総製造費用  20,546100.0 19,535100.0
期首仕掛品棚卸高  1,292     1,162     
期首半製品棚卸高  433     500     
合計  1,725     1,663     
他勘定振替高 　 －     －     
期末仕掛品棚卸高  1,162     742     
期末半製品棚卸高  500     429     
当期製品製造原価  20,608    20,027    

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

（注）※１　経費のうち主たるものは次のとおりでありま

す。

（注）※１　経費のうち主たるものは次のとおりでありま

す。

 （百万円）

減価償却費 602

電力光熱費 304

試験研究費 202

 （百万円）

減価償却費 535

電力光熱費 304

工場消耗品費 205

試験研究費 178

原価計算方法

　電源機器については個別原価計算により、半導体素子についてはその製造工場を単位とする総合原価計算により

原価管理を行っております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,264 2,264

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,264 2,264

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2,188 2,188

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,188 2,188

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 325 325

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 325 325

その他利益剰余金

建物圧縮積立金

当期首残高 36 35

当期変動額

建物圧縮積立金の取崩 △1 △1

税率変更による増加額 － 2

当期変動額合計 △1 1

当期末残高 35 36

土地圧縮積立金

当期首残高 258 258

当期変動額

税率変更による増加額 － 21

当期変動額合計 － 21

当期末残高 258 280

別途積立金

当期首残高 3,400 3,400

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,400 3,400

繰越利益剰余金

当期首残高 375 1,748

当期変動額

剰余金の配当 △126 △126

建物圧縮積立金の取崩 1 1

税率変更による増加額 － △24

当期純利益 1,497 991

当期変動額合計 1,372 841

当期末残高 1,748 2,589
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 4,395 5,766

当期変動額

剰余金の配当 △126 △126

建物圧縮積立金の取崩 － －

税率変更による増加額 － －

当期純利益 1,497 991

当期変動額合計 1,371 864

当期末残高 5,766 6,631

自己株式

当期首残高 △2 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計

当期首残高 8,846 10,217

当期変動額

剰余金の配当 △126 △126

当期純利益 1,497 991

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,370 864

当期末残高 10,217 11,081

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 29 △2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△32 0

当期変動額合計 △32 0

当期末残高 △2 △1

純資産合計

当期首残高 8,876 10,214

当期変動額

剰余金の配当 △126 △126

当期純利益 1,497 991

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △32 0

当期変動額合計 1,338 865

当期末残高 10,214 11,079
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）子会社株式

移動平均法による原価基準

（2）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております）

時価のないもの

　移動平均法による原価基準

　

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（1）商品及び製品並びに仕掛品

［半導体素子］…原価基準(総平均法)

［電源機器］　…原価基準(個別法)

（2）原材料

原価基準(先入先出法)

(上記の棚卸資産の貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま

す) 

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産除く）

会社基準による合理的な耐用年数（半導体製造設備については法人税法に定める耐用年数の概ね７割、その

他の有形固定資産については概ね８割の耐用年数）を設定し、定額法で償却を行っております。

(2)無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法で償却を行っ

ております。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額

法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　

５．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、過去の貸倒発生率及び債権の個別評価に基づいて回収不能額を見積もり計上

することとしております。

(2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

（追加情報）

　当社は、従来、従業員賞与の確定額を「未払費用」に含めて計上しておりましたが、「未払従業員賞与の財

務諸表における表示科目について」(日本公認会計士協会リサーチ・センター審査情報No.15)に基づき、当

事業年度より支給額が確定していない金額については「賞与引当金」として計上しております。

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異は、発生年度より10年間で均等償却しております。
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６．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

為替予約の付されている外貨建金銭債権債務について振当処理を行っております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

外貨建金銭債権債務を対象に為替予約を行っております。

(3)ヘッジ方針

当社所定の取引管理基準に基づき取引額の範囲内で予約を行うことにより為替変動リスクをヘッジしてお

ります。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

為替予約の締結時にリスク管理方針に従って外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当

てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているので決算日における有効性

の評価を省略しております。

　

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1)消費税等の会計処理方法

税抜方式により処理しております。

　

【追加情報】

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

　 12,391百万円 11,700百万円

　

※２　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

流動資産　   

　売掛金　 2,212百万円 1,433百万円

流動負債　   

　預り金　 150 200

　

３　債権流動化による受取手形譲渡額のうち留保された金額は次のとおりであります。　

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

　 188百万円 152百万円

譲渡額面 877百万円 707百万円

　

４　偶発債務の内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

従業員に対する保証債務残高 18百万円 15百万円

連結子会社(佛山市順徳区三社電機有限公

司及び三社電機（上海）有限公司)の金融

機関からの借入に対する保証

　

278百万円　

　

358百万円

　

※５．事業年度末日満期手形等

事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業年

度末日は金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形等が事業年度末日残高に含まれておりま

す。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

受取手形 －百万円 146百万円

買掛金(一括支払信託債務) － 975

未払金(一括支払信託債務) － 65
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（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度14％、当事業年度15％、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度86％、当事業年度85％であります。

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

運賃荷造費 384百万円 390百万円

サービス費 128 128

役員報酬 135 118

給与手当 996 1,002

福利厚生費 193 187

業務委託費 48 21

減価償却費 274 271

退職給付費用 79 75

　

※２　売上原価（当期製造費用）に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

779百万円 763百万円

　

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損（洗替法による戻

入益:△）が売上原価に含まれております。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

100百万円 △173百万円

　

※４　関係会社との取引が次のとおり含まれております。

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

売上高 6,319百万円 5,447百万円

受取配当金 114 159

業務助成料収入 21 27

　

※５　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

土地等　 69百万円 87百万円

機械装置　 － 7

計　 69 94
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 3 1 － 4

合計 3 1 － 4

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによる増加1千株であります。

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 4 1 － 5

合計 4 1 － 5

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによる増加1千株であります。
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として、電源機器事業及び半導体事業における生産設備（「機械装置及び運搬具」、「工具、器具及び備品」）

であります。

（イ）無形固定資産

　ソフトウェアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンスリース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 （単位：百万円）
 前事業年度（平成23年３月31日）　
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 495 247 181 67
工具、器具及び備品 47 39 － 7
無形固定資産 57 52 － 4

合計 599 338 181 79

　

 （単位：百万円）
 当事業年度（平成24年３月31日）　
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 406 232 144 29
工具、器具及び備品 10 9 － 0

合計 416 242 144 30

　

(2)未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

 （単位：百万円）　　

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）
未経過リース料期末残高相当額 　 　
１年内 101 41
１年超 47 4
合計 149 45

リース資産減損勘定期末残高 65 10

　

(3)支払リース料、リース資産減損勘定取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 （単位：百万円）

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）
支払リース料 118 98
リース資産減損勘定取崩額 58 55
減価償却費相当額 55 36
支払利息相当額 2 2

　

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については利息法によっております。

　

（減損損失）

リース資産に配分された減損損失はありません。

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 （単位：百万円）
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前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）
１年内 2 2
１年超 2 1
合計 4 3

　

（有価証券関係）

　前事業年度 (平成23年３月31日）　

子会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式324百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。　

　

　当事業年度 (平成24年３月31日）　

子会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式324百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。　
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

繰延税金資産         

棚卸資産評価損（百万円） 256 169

未払費用（百万円） 367 101

賞与引当金（百万円） － 175

減価償却累計額（百万円） 595 338

未払役員退職慰労金（百万円）　 193 163

未払事業税（百万円） 11 4

退職給付引当金（百万円） 58 49

投資有価証券評価損（百万円） 74 65

減損損失（百万円） 297 115

資産除去債務（百万円） 9 8

その他（百万円） 65 49

繰延税金資産小計（百万円） 1,929 1,241

評価性引当額（百万円） △585 △360

繰延税金資産合計（百万円） 1,344 880

繰延税金負債         

固定資産圧縮積立金（百万円） △200 △175

繰延税金負債計（百万円） △200 △175

繰延税金資産の純額（百万円） 1,143 705

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

法定実効税率 40.63（％） 40.63（％）

（調整）   

交際費等永久に損金算入されない項目 0.83 0.84

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.90 △4.50

住民税均等割等 0.76 0.73

投資有価証券評価損 0.60 0.05

減損損失 0.19 △11.99

資産除去債務 0.70 －

繰越欠損金の影響額 △49.96 0.03

税率変更による期末繰延税金資産の税額修正 － 5.88

その他 1.22 △0.59

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △8.93 31.07
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の40.63％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する

事業年度に解消が見込まれる一時差異については37.96％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見

込まれる一時差異については、35.59％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は59百万円減少し、法人税等調整

額が84百万円、圧縮積立金は24百万円それぞれ増加しております。
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（資産除去債務関係）

　前事業年度末（平成23年３月31日）

　当該事項は金額的に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　当事業年度末（平成24年３月31日）

　当該事項は金額的に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり純資産額    807円80銭

１株当たり当期純利益金額   118円44銭

１株当たり純資産額    876円29銭

１株当たり当期純利益金額   78円40銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当期純利益（百万円） 1,497 991

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,497 991

期中平均株式数（千株） 12,645 12,644

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

────── ──────

　

（重要な後発事象）

　当事業年度　(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

  銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱池田泉州ホールディングス 948,439 109

因幡電機産業㈱ 19,500 48

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 55,979 14

㈱三井住友フィナンシャルグループ 4,220 11

三井金属鉱業㈱ 20,000 4

㈱大和証券グループ本社 12,300 4

小池酸素工業㈱ 12,210 2

㈱アマダ 3,679 2

デンヨー㈱ 1,000 1

㈱根岸製作所 2,000 1

その他（５銘柄） 35,316 0

計 1,114,643 199
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産                             

建物 5,809 142 364 5,587 3,870 168 1,716

構築物 386 6 16 376 305 7 70

機械及び装置 6,530 261 830 5,961 5,537 247 423

車両及び運搬具 15 － － 15 15 0 0

工具、器具及び備品 2,129 142 109 2,162 1,954 156 208

土地 2,619 － 367　 2,251 － － 2,251

リース資産 40 － － 40 18 7 22

建設仮勘定 15 116 56 75 － － 75

有形固定資産計 17,547 669 1,746　 16,470 11,700 588 4,769

無形固定資産                             

借地権 1 － － 1 － － 1

ソフトウェア 1,082 64 － 1,147 537 219 609

ソフトウェア仮勘定 － 16 16 － － － －

無形固定資産計 1,084 81 16 1,149 537 219 611

　（注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

  機械及び装置  …  半導体製造設備 191百万円 

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。

  機械及び装置  …  半導体製造設備の売却 635百万円 

  土地  …  遊休資産の売却 367百万円 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 26 16 － 26 16

賞与引当金 － 461 － － 461

　（注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率に基づく期末洗替額によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 1

銀行預金     

当座預金 3,321

普通預金 7

別段預金 0

定期預金 710

小計 4,039

合計 4,040

ロ　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

鵜殿設備サービス㈱ 114

旭テック㈱ 97

アルメックスＰＥ㈱ 81

パーカーエンジニアリング㈱ 55

光伝導機㈱ 47

その他 212

合計 609

(ロ)期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成24年４月満期 118

５月満期 85

６月満期 59

７月満期 126

８月満期 197

９月以降満期 21

合計 609
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ハ　売掛金

相手先 金額（百万円）

三菱電機㈱ 663

SANREX CORPORATION 646

㈱安川電機 490

ソニーイーエムシーエス㈱ 400

三社電機（上海）有限公司 358

その他 3,913

合計 6,472

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

7,788 24,854 26,169 6,472 80.2 105.0

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ　棚卸資産

科目 半導体（百万円） 電源機器（百万円） 合計（百万円）

商品及び製品 537 516 1,053

仕掛品 240 501 742

原材料及び貯蔵品 433 717 1,151

合計 1,211 1,735 2,947

ホ　繰延税金資産

繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で705百万円であり、その内容については「２　財務諸表等(1）

財務諸表　注記事項（税効果会計関係）」に記載しております。
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②　負債の部

イ　買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱富士電工 319

㈱三昌製作所 273

ミヨシ電子㈱ 264

大阪電装工業㈱ 158

㈱ＳＵＭＣＯ 151

その他 3,857

合計 5,024

ハ　未払費用

区分 金額（百万円）

未払人件費 293

その他 203

計 496

ニ　短期借入金

相手先 金額（百万円）

住友信託銀行㈱ 550

㈱池田泉州銀行 450

㈱三井住友銀行 300

㈱滋賀銀行 200

計 1,500

　

ホ　長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行

（うち１年内返済予定額）

300

　　（－）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

（うち１年内返済予定額）

300

（－）

㈱池田泉州銀行

（うち１年内返済予定額）

200

（100）

住友信託銀行㈱

（うち１年内返済予定額）

100

（－）

計

（うち１年内返済予定額）

900

（100）　

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料
１単元の株式数の売買を行ったときに徴収される大阪証券取引所が定め

る売買手数料を買取株式数で按分した金額

公告掲載方法

電子公告及び日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.sansha.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません

（注）株主名簿管理人及び特別口座管理機関である住友信託銀行株式会社は、平成24年４月１日をもって、中央三井信

託銀行株式会社及び中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住友信託銀行株式会社」に変更

し、以下のとおり商号・住所が変更となっております。

取扱場所　　　　大阪市中央区北浜四丁目５番33号　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第77期）（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）平成23年６月24日近畿財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成23年６月24日近畿財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第78期第１四半期）（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月10日近畿財務局長に提出

（第78期第２四半期）（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月11日近畿財務局長に提出

（第78期第３四半期）（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）平成24年２月10日近畿財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成23年６月30日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

  平成24年６月26日

株式会社　三社電機製作所    

取 締 役 会　御 中    

    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂井　　俊介　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田林　一毅　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社　三社電機製作所の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社　三社電機製作所及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社　三社電機製作所の平成

24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、株式会社　三社電機製作所が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　　
（注）　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。

　　　　　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成24年６月26日

株式会社　三社電機製作所    

取 締 役 会　御 中    

    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂井　　俊介　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田林　一毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社　三社電機製作所の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第78期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社　三

社電機製作所の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表に添

付する形で別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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